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第１ 基本計画策定の趣旨               

 

 

 昭和 44 年に、東京電力株式会社による柏崎刈羽原子力発電所（以下「原子力発

電所」という。）設置計画が公表された。 

 新潟県は、昭和 44 年 11 月原子力行政において県の果たす役割を決定し、昭和

45 年度から柏崎刈羽地域の自然、その他の放射能の調査に着手した。 

 その後、原子力発電所１号機の運転開始が昭和60年10月と確定したことを受け、

昭和 58 年 10 月から本格的な事前監視調査を行うこととし、昭和 55 年度からテレ

メータシステムによる環境放射線の常時監視施設等の整備を行った。 

 

新潟県原子力発電所周辺環境放射線監視基本計画（以下「基本計画」という。）

は、計画的に監視調査を行うために、昭和 58 年 9 月に初めて定められたものであ

るが、同年 10 月 28 日に新潟県、柏崎市、刈羽村及び東京電力株式会社との間で「東

京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所周辺地域の安全確保に関する協定（以下「安

全協定」という。）」が締結されたことから、同協定第６条が、原子力発電所周辺の

環境放射線監視調査（以下「監視調査」という。）を計画的に実施するための根拠

となったものである。 

 また、この基本計画は、「平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補

足参考資料）（平成 30 年４月原子力規制委員会）」を基本として策定したものであ

り、監視調査は、この基本計画に基づき毎年度「原子力発電所周辺環境放射線監視

調査年度計画（以下「年度計画」という。）」を策定して実施することとしている。 
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第 ２ 基 本 方 針 

 

1 目的 

  新潟県における原子力発電所周辺の環境放射線監視調査は、原子力発電所が法令に基

づく線量限度の遵守はもとより「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針（昭和 50 年 5 月 13 日原子力委員会）」に定める線量目標値を維持しながら操業され

ているかを監視するため、原子力発電所周辺住民等の線量の推定・評価、原子力発電所

周辺の生活環境における放射性物質の蓄積状況の把握、原子力発電所からの予期しない

放射性物質又は放射線の放出の早期発見及び周辺環境への影響の評価に資するとともに

モニタリングを強化するか否かの判断に資することを目的とする。 

  また、県内の生活環境における空間線量率や放射性物質の平常時のデータを把握する

ため、県内全域においてバックグラウンド調査を実施する。 

 

2 原子力事業者の調査との調整 

  原子力発電所周辺の環境放射線監視調査は、地域全体として整合性がとられている必

要があるので、年度計画の策定に当たり、県は原子力事業者と地域の実情を考慮した調

整等を行うものとする。 

 

3 監視体制の整備 

  県は、監視調査及びバックグラウンド調査（以下「監視調査等」という。）を実施す

るために必要な施設等を整備するとともに、監視業務を適切に遂行するために必要な技

術水準の確保に努めるものとする。 

 

4 監視調査等の範囲 

(1) 陸   域 

陸域における監視調査の範囲は、原則として、原子力発電所周辺の原子力発電所を

中心とした概ね半径 10キロメートル圏内の居住地域（以下「監視調査地域」という。）

とする。 

(2) 海   域 

  海域における監視調査の範囲は、原則として、原子力発電所からの放水による海水

温度の上昇分が、おおむねセ氏１度以上になると推定される圏内とする。 

(3) バックグラウンド調査 

県内全域とする。 
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第 ３  監 視 調 査 等 業 務 

 

１ 監視調査 

（１）空間放射線の測定 

  発電所に起因する外部被ばくによる線量の推定・評価に資するため、監視調査地域内

及び必要に応じ設ける比較対照地点（以下「対照地点」という。）において、空間放射線

量率及び積算線量の測定を実施する。 

  測定項目、測定地点及び測定方法は、年度計画において定めるものとする。 

 

（２）環境試料中の放射能の測定 

  発電所から放出されるおそれのある放射性物質の分布及び蓄積状況を把握するため、

監視調査地域内及び対照地点において、環境試料を採取し、試料中の放射能を測定する。 

  環境試料の種類、採取地点、採取時期、分析方法等は、年度計画において定めるもの

とする。 

 

（３）気象要素の観測 

  放射線監視調査結果の解釈及び評価に際し重要な要素である気象情報を収集するため、

空間放射線量率とあわせて気象要素を連続して観測する。 

  観測地点、観測項目及び観測方法は、年度計画において定めるものとする。 

 

（４）補助調査の実施 

  必要により、モニタリング車及び可搬型モニタリングポストによる補助調査を実施す

る。 

  補助調査の詳細については、年度計画において定めるものとする。 

 

（５）線量の推定・評価及び関連情報の収集 

  毎年度実施する監視調査結果等から原子力発電所周辺住民等の線量を推定・評価して

まとめるとともに、これに必要な関連情報を適宜収集する。 

  推定・評価の方法については、年度計画において定めるものとする。 

 

２ バックグラウンド調査 

  全県を対象に空間放射線、環境試料中の放射能測定などの基礎的データの把握を行う。 

   なお、測定項目、測定地点、環境試料の種類、採取地点、採取時期等の詳細は別途定

めるものとする。 
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３ モニタリングの強化 

  原子力発電所からの予期しない放射性物質又は放射線の放出を検出した場合、原子力

発電所に異常事態が発生した場合、大規模自然災害の発生により原子力発電所に影響が

考えられる場合等には、原子力発電所周辺地域住民等への情報提供のためモニタリング

を強化する。 

  モニタリング強化の詳細については、別途定めるものとする。 
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第 ４ 監  視  体  制 

 

 

１ 調査実施機関 

  監視調査等の実施機関は、新潟県放射線監視センターとし、実施業務は別に定めるも

のとする。 

 

２ 技術連絡機関 

  県は、県、柏崎市、刈羽村及び東京電力株式会社との間の監視調査の技術連絡等を行

うため、安全協定第９条に基づき「新潟県原子力発電所周辺環境放射線測定技術連絡会

議（以下「技術連絡会議」という。）」を設置し、その組織及び運営に関し必要な事項は

別に定めるものとする。 

 

３ 総合評価機関 

  県は、原子力発電所周辺環境放射線監視調査結果の総合評価等を行うため、安全協定

第７条に基づき「新潟県原子力発電所周辺環境監視評価会議（以下「評価会議」という。）」

を設置し、その組織及び運営に関し必要な事項は別に定めるものとする。 
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第 5 年度計画及び監視調査結果の取扱い 

 

 

1 年度計画 

県は、年度計画を技術連絡会議で検討したのち、評価会議で協議のうえ策定するもの

とする。 

 

２ 監視調査結果 

  県が実施する空間放射線量率等の監視調査結果については、原則として常時公開する

ものとする。また、監視調査結果は、四半期毎及び年度でとりまとめて公表する。 

（1） 四半期報告 

   県は、四半期ごとの監視調査結果を、技術連絡会議で検討したのち、公表するも

のとする。 

 

（2） 年度報告 

   県は、毎年度年間の監視調査結果を技術連絡会議で検討したのち、評価会議に諮

り、原子力発電所からの影響について総合評価を受けて公表するものとする。 

 

（3） 臨時報告 

県は、監視調査結果に特異な状況が認められた場合、安全協定第８条第２項に基

づき、速やかに公表するものとする。また、バックグラウンド調査結果及びモニタ

リングを強化した場合の調査結果について速やかに公表するとともに、必要に応じ

調査結果を評価会議に諮り、総合評価を受けるものとする。 

 

 


